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第１章 令和８年度消費者施策について 
                                      

消費者を取り巻く環境は、情報通信技術の進歩とそれを活用した新たな取引形態の

広がりとともに大きく変化しており、近年の SNS の普及、生成 AI の台頭などにより、

その変化は加速しています。 

このデジタル化と AI 技術の進展は、消費者の利便性を飛躍的に向上させる一方で、

商品やサービスの消費者自身による自律的な選択を難しくするなど、消費生活に影響

を与えている場面も見受けられ、従来の消費者トラブルに加え、新たな消費者被害が

発生する一因ともなっています。 

令和７年度に県及び市町郡の消費生活センターに寄せられた消費生活相談件数は

17,792 件で、前年度と比べ 1,547 件、約 9.5 パーセント増加しました。 

 商品・役務別では商品一般、運輸・通信サービス、金融・保険サービスの順に多く、

販売・購入形態別では通信販売、店舗購入、訪問販売が上位を占めています。 

 

相談者のうち６０歳以上の高齢者が４割強を占めており、契約に関するトラブルの

ほか、孤独・孤立につけ込む悪質商法、オレオレ詐欺や SNS 型投資・ロマンス詐欺と

いった特殊詐欺等の被害に遭う可能性も高いことから、重点的に取り組んでいく必要

があります。このため、令和７年度に設置した「群馬県消費者安全確保地域協議会」

において、市町村における消費者安全確保地域協議会の設置促進及び活性化を図ると

ともに、関係機関の連携による地域の見守り体制の強化に取り組みます。 

 

消費者被害の防止・救済に向けては、「気づく」「断る」「相談する」という基本

的な消費者行動の重要性を呼びかけてきており、消費生活センターに相談があった際

は、相談員が相談者に寄り添って丁寧に応対し、助言するなどしてトラブルの解決を

図っています。また、消費者の利益増進に向けては、家族や地域の見守りなど社会全

体が、消費者にとってよりよい方向へと変化していくことも大切です。 

 

 こうした中、本県の消費者施策の方向性を定めた「第３次群馬県消費者基本計画」

が令和６年度からスタートしました。今回の計画においても、基本理念である「消費

者権利の尊重」と「消費者の自立の支援」は継続しつつ、「消費者被害の未然防止・救

済」を基本方針の１つとして加え、デジタル化の進展に伴う情報格差（デジタルデバイド）

を課題としました。 

 

この計画を実現していくことにより、県民が安全で安心できる消費生活の実現を目

指して、引き続き市町村、関係機関、関係団体等と緊密に連携しながら、時代に対応

した消費者行政施策を推進してまいります。           
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Ⅰ 消費者行政強化対策 
 

１ 地方消費者行政強化交付金等 

平成 20 年度に国の「地方消費者行政活性化交付金」（ 平成 27 年度から「地方消

費者行政推進交付金」） を財源とする「群馬県消費者行政活性化基金」を造成し、

この基金を活用して、消費生活相談窓口の機能強化等、消費者行政充実強化に向け

て各種事業に取り組んできました。 

国の財政措置が平成 30 年度に「地方消費者行政強化交付金」に移行したことに伴

い、推進交付金の継続事業については強化交付金の推進事業として、令和２年度か

らは新たに創設された強化事業についても活用し、事業に取り組みました。 

令和 7 年度末をもって推進事業の活用期限が到来したことに伴い、強化交付金制

度の見直しが行われ、事業メニューの拡充が図られました。これを踏まえ、令和 8

年度は新たな事業メニューも活用し、各種事業に取り組みます。 

 

（１）今年度の実施計画 

身近な相談窓口である市町郡消費生活センターの周知、消費生活相談機能の強 

化及び消費者教育・啓発の活性化を重点に実施します。 

                                                 （単位：千円） 

年 度 県 市町村 合 計 

令和８年度予算 5,940 4,383 10,323 

 

（２）今年度に実施する主な事業の概要 

   ア 県が実施する事業 

 安全で安心な消費生活の実現のため、講座の開催や啓発資料の作成、相談体

制の強化等を行います。 

 ・特定領域相談対応力強化事業 

 ・市町村支援力強化事業 

・高齢者等消費者被害防止見守りネットワーク構築事業 

・高齢者等消費者被害防止見守りネットワーク運営（機能強化）事業 

・新たな相談支援システムへの移行準備事業 

   イ 市町村に対する支援 

 消費生活センター機能の充実、消費生活相談員のレベルアップ、住民に対す

る消費者教育・啓発強化等、交付金を活用して地方消費者行政の機能維持事業

及び機能強化事業に取り組む市町村を積極的に支援します。 

 

Ⅱ 総合的な消費者行政の推進 
 

 消費者行政を効果的に推進するため、市町村、関係機関、関係団体等との連携を引

き続き密接に行います。 

 県民生活に重大な影響を与える消費者問題については、群馬県消費者行政推進本部

を通じ総合的に対応するとともに、消費者施策の調整を図り、円滑な消費者行政を推

進します。 
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１ 群馬県消費生活問題審議会 

知事の附属機関として消費者施策等の重要な事項を調査、審議するために設置し、

消費者施策等について広く県民の意見を伺います。 

令和８年度は、「第３次群馬県消費者基本計画」推進のための進行管理及び消費

者教育などについて審議を行います。 

 

２ 各市町村との連携   

   県と各市町村とが相互に協力・連携を図るため、各市町村消費者行政担当課長会

議と各市町郡消費生活センター所長会議を合同で開催します。 

○市町村消費者行政担当課長・市町郡消費生活センター所長合同会議 

 

３ 消費者団体との連携 

  群馬県消費者団体連絡会、群馬県生活協同組合連合会、適格消費者団体（ＮＰＯ

法人消費者支援群馬ひまわりの会）等と連携し、消費者行政の活性化に努めます。 

 

４ 群馬県消費者行政推進本部活動の推進 

（１）幹事会 

 消費者行政に関する重要事項を審議し、消費者安全法に規定する消費者事故等

が発生した場合の情報収集や伝達体制の確認を行います。 

 また、第３次群馬県消費者基本計画における進行管理について、方針と方法の

周知を行います。 

 

（２）推進本部 

 消費者安全法に規定する重大事故等で、被害の発生・拡大の防止を図るために

実施しうる法令上の措置がない、いわゆる「すき間事案」への調整等を行います。 

 

 

Ⅲ 消費者被害防止対策の推進 

  

高齢者（60 歳以上）の消費者被害が依然として後を絶たないことから、高齢者等の

消費者被害防止対策に引き続き取り組みます。 

 また、多重債務者対策として、関係機関と連携し、きめ細かい対策を進めます。 

 

１ 高齢者等消費者被害防止対策 

   高齢者からの相談の割合はここ数年、全体の 40％強と高い割合を占めており、高

齢者を対象とした消費者被害防止対策を引き続き推進する必要があります。 

  また、高齢者の被害は顕在化しにくいため、民間事業者等を含めた地域の協力に

よる見守り支援を進め、被害の未然防止を図ります。 

（１） 高齢者と日常的に接している方々による見守り体制づくり 

  ・消費者被害防止のための講座の実施 

・民間事業者との「見守りに関する協定」に基づく情報提供等 
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（２）高齢者等に分かりやすい啓発活動の実施・悪質事業者の手口等の情報提供 

    ・関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キャンペーンの実施 

  ・啓発資料の作成、出前講座の実施 

 

（３）特定商取引に関する法律及び消費生活条例による厳正な対処 

    ・悪質事業者への指導、行政処分 

 

（４）判断力が不十分な高齢者等に対する支援 

 

（５）警察等による防犯活動・犯罪の取締りの推進 

 

（６）群馬県消費者安全確保地域協議会運営 

 市町村における消費者安全確保地域協議会の設置及び活動の充実を支援し、関係 

機関の連携による地域の見守り体制の強化を推進します。 

 

２ 若年層消費者被害防止対策 

    契約に不慣れな若年層の消費者被害を防止するため、高校や大学、新社会人等に

消費者被害の未然防止等の啓発を行います。 

（１）出前講座の実施 

 

（２）関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キャンペーンの実施 

 

（３）金融経済教育出前講座の実施 

   学生や新社会人等若者が多重債務に陥らないために、群馬県金融広報委員会が

Ｊ
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講師を派遣して金融経済教育を行います。 

 

３ 多重債務者対策 

   自殺、家庭崩壊や犯罪等の原因として社会問題化している多重債務問題の解決に

向けて、市町村・関係団体等との連携を強化します。 

  また、相談体制を充実し、多重債務の解消及び再び多重債務に陥らないための多

重債務者無料相談会を開催します。 

 ［多重債務者無料相談会］   

   弁護士や司法書士による借金の「債務整理相談」、多重債務者支援団体による

家計簿記帳指導等の「生活再建相談」、保健師などによる「こころの悩み相談」

をワンストップで相談できます。 

  ○8 月～12 月の間、県及び市町郡消費生活センターで計 10 回開催  

 

４ 特殊詐欺対策 

 全国的にオレオレ詐欺をはじめとする特殊詐欺被害が多数発生しています。令和

７年における県内の特殊詐欺被害の過半数は 64 歳以下であり、高齢者のみならず幅

広い世代での被害防止が最優先課題となっています。 
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（１）ＮＯ！詐欺キーパー講座 年２回 

  全世代を対象に、自分や自分の大切な人が特殊詐欺被害にあわないために詐欺

の手口や対応策を学べる講座を実施します。 

 

（２）高齢者向け詐欺・防犯対策体験型研修 年 25 回 

  ロールプレイ方式により、参加者が詐欺の模擬電話等を体験し、断り方等の対

応を実践して被害防止のための対応力を身に付ける研修を実施します。 

 

（３）特殊詐欺被害防止キャンペーン  特殊詐欺被害防止強化期間（10 月）前後 

   特殊詐欺被害防止啓発イベント 

    令和 8 年 11 月 14 日（土）に「輝くオトナの未来展」の他、県内大学学園祭、

上毛新聞社住宅展示場に出展 

ア 啓発動画・特殊詐欺疑似体験アプリの制作 

イ チラシ作成 ヤクルトの配達網による配布のほか、イベント等で配布 

ウ SNS 等での詐欺被害防止啓発動画配信 

エ 特殊詐欺等根絶協議会と連携した広報啓発           

ポスター   3,000 部 

                             リーフレット 100,000 部 

啓発物品（卓上ポップ）  3,000 個 

 

（４）群馬県特殊詐欺等根絶協議会運営 

  事業者や関係団体等が一体となった「群馬県特殊詐欺等根絶協議会」を運営し、

行政、警察との連携強化を図り、特殊詐欺や悪質商法の根絶に向けた取組を総合

的に推進します。 

   93 事業者・団体（オブザーバー含む）で構成 

 

（５）特殊詐欺被害防止広報啓発 

  特殊詐欺を未然に防止するため、市町村等と連携し、市町村民生委員の協力に

より、ひとり暮らし高齢者などへ「特殊詐欺被害防止リーフレット」を配布しま

す。 

    作成部数 110,000 部 

 

 

Ⅳ 消費生活相談機能の充実と被害救済 
 
 消費者安全法により、都道府県消費生活センターと市区町村消費生活センターとの

役割分担について、次のように規定されています。 

 ・都道府県消費生活センター：専門的広域的相談への対応及び市区町村消費生活 

相談支援等中核センターとしての役割 

 ・市区町村消費生活センター：消費者に最も身近な最前線の窓口としての役割 

 このため、県消費生活センターでは、消費者からの苦情・相談に迅速かつ適切に対

応、処理できるよう相談業務の充実・強化を図るとともに、あっせんによる消費者被
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害の救済、苦情処理委員会の活用及び商品テストの実施等により中核センターとして

の役割を果たします。  

1 消費生活相談体制 

 ◎ 消費生活センターに消費生活相談員を配置し、消費者からの苦情相談や問合せ等

に対し、助言や情報提供を行います。 

 ◎ 消費者自身の交渉では解決が図れない場合は、必要に応じて仲介やあっせんを行

います。 

   【消費生活相談】 

   ○ 平 日（電話相談・来所相談） ※来所相談は予約制 

        電話番号 027-223-3001 

        受付時間 9：00～16：30   

   ○ 土曜日（電話相談のみ） 

        電話番号 027-223-3001 

        受付時間  9：00～12：00 13：00～16：30   

 ◎ 複雑多様化する消費生活相談の中で、法律的な専門知識が必要な事案について  

  は、弁護士による法律相談を相談員向けに行います。 

 

弁護士による法律相談 ･･････ 毎月第２・第４水曜日（午後） 

 

２ 各市町郡消費生活センターとの連携 

   本県は、全ての市(12 市)、甘楽町、玉村町、板倉町、明和町、大泉町、邑楽町の

６町及び吾妻郡の計 19 箇所に消費生活センターが設置されています。悪質な訪問販

売の発生情報や緊急を要する相談事例情報について、県と各市町郡消費生活センタ

ーが相互連絡を密にして、住民からの相談に迅速に応じられるよう努めます。 

 国民生活センターと県及び各市町郡消費生活センターは、「全国消費生活情報ネ

ットワーク・システム（PIO-NET）」を活用して消費者からの苦情相談情報を共有し

ています。また、消費者被害防止のため、より迅速な情報提供や啓発活動ができる

よう、PIO-NET の入力処理の迅速化に取り組みます。 

  さらに、ＦＡＸ及びメールによる「相談内容緊急お知らせ」で県センターと各市

町郡センターとの情報共有を行います。 

 

３ 各市町郡消費生活センターの支援 

（１）消費生活相談技術向上研修会 

   消費生活相談員等のレベルアップを図るための研修会を開催し、スキルアップ

や情報交換のための支援を行います。 

 

（２）市町郡巡回訪問等 

   県相談員や職員が各市町郡消費生活センターを巡回訪問、又はＷｅｂ会議シス

テムを利用したリモート支援により、相談窓口の強化・充実を図ります。 

    ・相談実例や対応方法等についての情報共有 

   ・困難事例の対応方法などの検討 
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   ・出前講座などの啓発活動についての情報共有 

   ・商品テスト及び技術相談等の活用に関する助言 

（３）市町郡消費生活センター支援ホットライン 

   県消費生活センターに専用回線を設け、市町郡消費生活センターからの経由相 

 談に対応します。 
 

４ 群馬県消費者苦情処理委員会 

 消費者苦情のあっせん又は調停及び訴訟費用の貸付に関する事項を調査審議する

ため設置しています。消費生活相談員によるあっせんでは解決を図ることが困難な

事案について、公正中立な立場であっせん又は調停を行います。 

 消費者と事業者との取引に係るトラブルが複雑化する中で、迅速な解決と当委員

会で処理した結果が今後の消費者取引の適正化に役立つよう、この委員会の活用を

図ります。 
 
 

５ 商品テスト事業 

   消費者から直接、あるいは、商品テスト機能を備えていない各市町郡消費生活セ

ンターを通じて寄せられた商品や製品の苦情相談の解決を図るため、製品事故や故

障の原因究明のためのテストを行います。 

  また、身近な商品や製品の正しい知識等を身につけてもらうための情報を発信す

るとともに出前講座を実施します。 

（１）消費者苦情等に関する苦情相談テスト 

 

（２）県ホームページやメールマガジン等による情報発信 

 

（３）出前講座 

 

 

Ⅴ 消費者の自立支援と消費者教育・啓発の推進 
  

平成 24 年 12 月、消費者の自立を目的とした「消費者教育の推進に関する法律」が

施行されました。県としても、教育委員会等関係機関との連携を図りながら、消費者

の自立を支援するため、消費者の学習支援や啓発活動を推進します。 

 また、日々の消費生活相談の中から、県民に広く周知する必要のある情報を迅速に

提供します。 

 

１ 各種出前講座等の実施 

  出前講座等に県民が一人でも多く参加できるよう、積極的にＰＲします。  

（１）消費者教育出前講座（消費者被害防止出前講座） 

     契約の仕組みや注意点、悪質商法のトラブルや製品トラブルの事例とその対処 

法など、若者や高齢者など各年代や特性に応じた消費者被害防止のための講座を

職員及び消費生活相談員が講師となり実施します。 
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ア 若者を対象とした出前講座 

中・高校生やＰＴＡ、大学・専門学校生、新入社員等を対象として、消費者 

としての基礎的な知識の習得も含めた講座を実施します。   

 イ 高齢者や地域団体を対象とした出前講座 

    老人クラブ、自治会、公民館等の各種団体からの依頼に応じて、悪質商法の 

トラブル事例とその対処法などを中心に講座を実施します。 

  

（２）防犯・消費者被害防止出前講座 

空き巣や特殊詐欺等に対する防犯対策と消費者被害防止を組み合わせた講座を

職員及び消費生活相談員等が講師となり実施します。 

 

（３）これからの消費キーワード「エシカル消費」 

   ＳＤＧｓ達成のための人や社会、環境に配慮した消費行動である「エシカル消 

費」についての講座を、職員等が講師となり実施します。 

 

２ 消費者月間啓発事業 

「消費者保護基本法(消費者基本法の前身)」が昭和 43 年５月に施行され、その施

行 20 周年を契機として昭和 63 年から毎年５月を「消費者月間」とされました。 

毎年５月を中心に、消費者、事業者、行政が一体となって消費者問題に関する啓

発・教育等の各種事業を集中的に実施します。 

令和８年度の統一テーマ「見える情報 見えない仕組み～AI 時代の消費者力を高め

るために～」に基づき、関係機関と連携して効果的な消費者教育を行います。 

（１）県立図書館連携展示及び県民センター情報発信コーナーでのリーフレット等の配 

  布 

ア 県立図書館 

・期日：５月１日（金）～５月２７日（水） 

イ 県民センター情報発信コーナー 

・期日：５月 12 日（火）～６月 10 日（水） 

 

３ 家庭科教員等研修講座の開催 

  学校における消費者教育の授業の実践を促すため、総合教育センター主催の研 

 修会の中で、家庭科教員等を対象とした消費者教育の講座を実施します。 

 

４ 情報の提供 

  事業者の不当な取引行為等による消費者被害の拡大防止と未然防止を図るため、

悪質な取引の手口等について、県民へ速やかに情報提供を行います。 

（１）情報提供の手段 

ア 報道機関等への情報提供 

・県及び各市町郡消費生活センターに寄せられる消費生活相談や県民からの

情報提供等の中から、被害の未然防止に必要な情報を報道機関等へ情報提供 
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イ 消費生活情報提供 

    ・ぐんまくらしのニュースの発行      年３回 

    ・群馬県ホームページに掲載        随時 

    ・コープぐんま機関紙「プチほっと」    随時 

・利根保健生活協同組合機関紙       随時 

・群馬県子ども・若者支援協議会「子ども・若者支援情報メルマガ」 毎号 

  ウ メールマガジン「消費者ホットぐんま」の配信 

  ・メール配信希望者（個人・団体）の募集 

  ・定期配信：ぐんまくらしのニュース 

  ・随  時：注意を要する相談の多い悪質商法、商品・製品の事故情報等 

   

（２）情報提供の内容等 

   違反する行為や商品、役務を特定する情報等 

 

 

Ⅵ 消費者取引の適正化推進 

 
 消費者取引や広告等の表示の適正化を推進することにより、消費者利益の保護を図

ります。また、不適正な取引の疑いのある事業者について実地調査等を行い、特定商

取引法や景品表示法、群馬県消費生活条例などに基づき、行政処分や行政指導を行い

ます。 

 その他、割賦販売法に基づき、前払式事業者に対する立入検査を行い、必要に応じ

て改善指導を行います。 

 

１ 事業者指導等の推進 

  訪問販売等に係る商取引の適正化及び消費者利益の保護を図るため、不適正な取

引の疑いのある事業者に対し調査を行い、不適正取引と認められる場合には、特定

商取引法や群馬県消費生活条例などに基づき指導や処分を行います。 

  また、商品や役務の取引に係る不当な表示による顧客の誘引を防止することによ

り、公正な競争を確保し消費者利益を保護するため、景品表示法に基づく指導や処

分を行います。 

 広域的に事業展開する悪質事業者に対応するため、国や近隣都県と情報交換を行

うとともに、必要に応じて合同指導等を実施します。 

 さらに、市町村や各消費生活センターとの情報交換を進めるとともに、指導等が

困難な事案については、警察当局の協力を得ながら問題解決を図ります。 

 

２ 割賦販売法に基づく指導 

    割賦販売法に基づき、前払式事業者に対する立入検査を行い、必要に応じて改善 

 指導を行います。 
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Ⅶ 消費生活協同組合運営の適正化推進 

 

 消費者の自主的、組織的な活動主体としての消費生活協同組合の活動を支援、指導

し、適正な運営を確保します。 

 

１ 指導検査の実施  

  消費者の自主的な協同組織である消費生活協同組合に対して、組合員保護と健全

な運営を期するため、消費生活協同組合法第９４条第２項の規定に基づき組合の運

営全般について指導検査を実施します。 

    

 

Ⅷ そ の 他 

 

１ 製品の安全確保 

（１）製品安全に係る普及啓発 

  消費生活用製品による一般消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防止、

及び家庭用品の品質に関する表示の適正化を図るため、市町村の協力を得ながら、

家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法の啓発等に努めます。 

 

（２）事業者指導 

   家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法に基づき、事業者指導を行いま

す。なお、これらの権限は、「群馬県知事の権限に属する事務の処理の特例に関

する条例」により、町村に委譲されています。 

 ア 家庭用品品質表示調査（町村） 

 イ 消費生活用製品表示調査（町村） 

 

２ 金融広報推進 

群馬県金融広報委員会では、中立公正な立場から金融リテラシーの向上を目指し、 

健全で合理的な家計運営を推進するため、暮らしに身近な金融経済に関する幅広 

い広報活動を J-FLEC（金融経済教育推進機構）と連携しながら行います。 

 また、小・中・高等学校での金融経済教育を支援します。 

 

（１）金融・経済講演会の実施 （Ｒ８.１０月） 

（２）金融経済情報提供のための「ぐんま金融広報だより」の発行   

（３）群馬県金融広報委員会ホームページの更新（随時） 

（４）Ｊ－ＦＬＥＣ発行の各種刊行物の提供（随時） 

（５）障害のある子が安心できるお金と暮らしのセミナーの実施（随時） 

（６）お金の絵本「かえたかえた」絵本読み聞かせ会の実施（Ｒ８.７月） 

（７）金融経済教育を支援するため、J-FLEC 講師による出前講座の実施   

（８）矯正施設における金融教育リテラシー講座の実施 


